
 

SIP「レジリエントな防災・減災機能の強化」推進体制（案） 

 
 SIP「レジリエントな防災・減災機能の強化」(以下、SIP 防災という。)の研究責任者が

公募により採択され、研究開発の実施者が確定したところである。そこで、推進体制（別

紙１）を定め、府省連携により推進する。 
 
１．運営委員会 

採択された１２名の研究責任者が、研究開発チームをまとめ、さらに研究開発項目

間での連携を促進できるように、研究開発項目毎に設置する。サブプログラムディレ

クター（Sub-PD）と分野別アドバイザー（プログラム会議委員から構成）が研究開

発を推進する上での課題に対して、早期に助言するために参加する。 
 
２．国の直轄研究機関との連携 

府省の枠を超えて、より大きな成果を実現することを目指すプログラムであること

から、「国土技術政策総合研究所」や「消防研究センター」等の国が直轄する研究機関

が、ＳＩＰ防災の運営委員会と密に連携する。 
 
３．情報共有・利活用のあり方検討の場（仮称） 

情報の共有や利活用における課題を解決するため、情報共有・利活用運営委員会（仮

称）が運営する「情報共有・利活用のあり方検討の場（仮称）」を設置する。 
 
４．知財委員会 

課題または課題を構成する研究項目ごとに、知財委員会を管理法人等にまたは選定

した研究責任者の所属機関（委託先）に設置する。ＳＩＰ防災においては、ＪＳＴお

よび各運営委員会に置く（別紙２）こととする。 
 

以上 

資料１－２ 



レジリエントな防災・減災機能の強化 ‐推進体制（案）‐

【管理法人】
公募業務、契約業務等を実施

内閣府
中島PD -SIP防災推進委員会- 【研究開発計画作成/実施等に必要な調整等実施】

議長 中島正愛PD（京都大学 教授）
Sub-PD (東京大学 平田教授/堀教授、名古屋大学 福和教授、NICT 根元センター長、河川財団 関理事長)
関係省庁（内閣官房 IT総合戦略室／国土強靭化推進室、内閣府 防災担当、総務省、消防庁、

文部科学省、厚生労働省、農林水産省、国土交通省）

管理法人(JST)、事務局（内閣府）
文科省国交省総務省

JST消防研 国総研

①津波予測運営委員会(仮称)

②豪雨竜巻予測運営委員会(仮称)

③液状化技術運営委員会(仮称)

⑤情報収集･被害想定運営委員会(仮称)

⑥情報配信技術運営委員会(仮称)

⑦地域連携アプリ開発運営委員会(仮称)情報共有・利活用の
あり方検討の場（仮称）

利活用に係る民間組織等

Sub-PD + 分野別アドバイザー

④情報共有・利活用運営委員会(仮称)

-プログラム会議- 【公募課題の審査・選定、課題の評価等を実施】

議長 中島正愛PD
Sub-PD、各分野専門家、推進会議参加関係省庁(ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ参加)、
内閣府、事務局(管理法人：JST)

Sub-PD + 分野別アドバイザー

Sub-PD + 分野別アドバイザー

Sub-PD + 分野別アドバイザー

Sub-PD + 分野別アドバイザー

Sub-PD + 分野別アドバイザー

Sub-PD + 分野別アドバイザー

連携連携
連携

運営
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SIP防災 知財委員会の構成（案）

SIP防災推進委員会

JST

国交省総務省 文科省

内閣府 PD

【JST 知財委員会】
PD、研究機関関係者、専門家等

知的財産戦略センター
連携

【管理法人】知財委員会：
管理法人のＪＳＴ内に設置。委員はPDまたはPDの代理人、研究機関関係者、専門家等から構成。課題全体の方針の調整と情報の取りまとめ等（PD・内閣府等と
相談しつつ、各研究機関の知財権の取り扱いが課題推進に支障がある場合の調整、課題終了時の課題全体の知財権取り扱いの協議等を含む）を行う。

【研究開発項目】知財委員会：

各研究開発項目ごとに設置。知財委員会の設置される機関（運営員会設置機関を想定）の研究責任者等は、全参画機関における知財の管理等の取りまとめを行
う。知財権の取り扱いについては、「SIP運用指針」に従うものとする。知財委員会の事務は、設置機関が行う。

適時情報
共有・調整

利活用に係る民間組織

代表の参画

②豪雨竜巻予測 SC／知財委員会

③液状化技術 SC／知財委員会

⑤情報収集･被害想定 SC／知財委員会

⑥情報配信技術 SC／知財委員会

⑦地域連携アプリ開発 SC／知財委員会

④情報共有・利活用 SC／知財委員会

予 測 対 応

情報共有・利活用の
あり方検討の場

予 防

方針の調整 報告・相談

運営委員会(SC)

知財委員会

方針の
調整

報告・
相談

各プロジェクト（各研究機関（委託先）
が保有する知的財産権管轄部門の組
織等を活用（新設も可）

国総研消防研

知財委員会の設置、運営等について

①津波予測 SC／知財委員会

（各研究開発項目の知財委員会）

（国総研）

（国総研）

各研究開発項目内

手続きの詳細フロー等は、研究開発時の個別状況も踏まえ検討。

（消防庁）
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